
玄海町における人事行政の運営等の状況を公表します

玄海町における職員の給与や勤務条件など、人事行政の運営などの状況を公表します。

１ 職員の任免及び職員数の状況

（l）新規採用の状況 （2）退職の状況

区分 試験 選考 定年 勧奨 そ の 他
区 分 合 計

事務職 5 5 退職 退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 失 職 死亡退職

保健士 0 1 一般行政職 3 5 1 0 0 0 0 9

保育士 0 5 技能労務職 2 0 0 0 0 0 0 2

合計 5 11 平成19年度退職者数

平成20年度採用者数

（3）職員数の状況 各年4月1日現在

職 員 数（人） 対前年
所 属 名 主 な 増 減 理 由

平成l8年 平成19年 増減数

統 括 監 ０ ２ ２ 政策統括監、管理統括監を新設

議会事務局 ３ ３

総 務 課 １２ ９ △３ 財政部門の移行による減

会 計 室 ２ ３ １ 会計管理者の新設

値賀出張所 ２ ２

財政企画課 ７ ９ ２ 財政部門の移行による増

税 務 課 ７ ７

保健介護課 １５ １４ △１ 福祉部門の移行による減

保 育 所 ２３ ２９ ６ 玄海園からの異動による増

住民福祉課 ６ ８ ２ 福祉部門の移行による増

農業委員会 ２ ３ １ 単独で局長を配置したことによる増

産業振興課 １２ １０ △２ 工務部門の移行による減

まちづくり課 １１ １５ ４ 工務部門の移行による増

学校教育課 ６ ９ ３ 玄海園からの異動による増

社会教育課 ５ ８ ３ 高校総体事務のため増

給食ｾ ﾝ ﾀ ｰ ４ ７ ３ 玄海園からの異動による増

玄 海 園 ２４ ０ △２４ 指定管理者制度導入による減

下 水 道 課 ６ ０ △６ 水道課と統合による減

生活環境課 ４ １０ ６ 水道課と下水道課の統合による増

計 １５１ １４８ △３

（注）特別職員は含みません。

(4)一般行政職員の級別職員数の状況(全会計) 平成l9年4月1日現在

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 合 計

会計管理者
標 準 的 な 主事補 主 事

主 査 係 長 課 長 統括監
職務の内容 技師補 技 師

課 長

職 員 数 １２人 １９人 ３５人 ３８人 ７人 ９人 １２０人

構 成 比 10.0% 15.8% 29.2% 31.7% 5.8% 7.5% 100.0%

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(5)技能労務職員の級別職員数の状況(全会計) 平成19年4月1日現在

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 合 計

職 種 業務員、調理員、用務員など

職 員 数 ０人 ９人 １９人 ０人 ２８人

構 成 比 0.0% 32.1% 67.9% 0.0% 100.0%



２ 職員給与の状況

(1) 給与費の状況(平成19年度の全会計に計上している給与費にかかる予算)

職員数 給 与 費 一人当たりの
区 分

（Ａ） 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計（Ｂ） 給与費（B/A）

人 千円 千円 千円 千円 千円
19年度 １４８ 540,432 61,660 212,183 814,275 5,465

(注)１．会計の種類は､一般会計及び特別会針(国民健康保険､老人保健､

下水道事業､介護保険､上水道事業)合わせて７つの会計があります｡

２．特別職員の給与費は含みません。

(2）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 平成19年4月1日現在

一 般 行 政 職 員 技 能 労 務 職 員
区 分

人 数 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 人 数 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

全会計 l20人 326,664円 369,048円 43.7歳 28人 260,018円 275,281円 46.3歳

(注)技能労務職員とは、業務員、調理員、学校用務員などをいいます。

(3) 職員手当の状況

手当の種類 内 容

扶 養 手 当 配偶者 l3,000円
子供等 6,500円
特定期間の加算 5,000円(※1)

住 居 手 当 借家・借間 27,000円以下(家賃額に応じて)
自宅 2,500円(新築又は購入の日から5年を経過していないもの)

通 勤 手 当 通勤距離に応じて､2,000円～24,500円の範囲内の額

管 理 職 手 当 会計管理者、統括監 62,300円、課長級（6級）51,900円、（5級）49,600円

期末、勤勉手当 6月期 12月期 合計(平成l9年度支給実績)
期末 1.40 月分 l.60 月分 3.00月分
勤勉 0.725月分 0.775月分 l.50月分

退 職 手 当 勤続20年 勤続25年 勤続35年
普 通 23.5 月分 33.5 月分 47.5 月分
定年等 30.55月分 41.34月分 59.28月分
その他の加算措置として､50歳以上の勧奨退職者には､2％～20％の加算があります｡

※1 特定期間の加算とは、扶養親族の子のうちに満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの間にあ

る子1人につき、加算する額です。

(4) 職員の初任給の状況

玄 海 町 国

区 分 採用２年経過日 採用２年経過日
初 任 給 初 任 給

給 料 額 給 料 額

大学卒 161,600円 178,800円 172,200円 l85,800円
一般行政職員

高校卒 140,100円 149,800円 140,100円 l49,800円

技能労務職員 高校卒 l35,600円 l44,500円 l35,600円 144,500円

(注)大学卒の初任給の違いは、国（上級）と町（初級）の試験区分の違いによるものです。

(5) 特別職員の給料等の状況

給 料 報 酬 期末手当（19年度）

町 長 760,000円 議 長 364,000円
6月期 l.60月分

副 町 長 622,000円 副 議 長 285,000円
l2月期 l.75月分

常 任 委 員 長教 育 長 527,000円 270,000円
予算特別委員長 計 3.35月分
議 員 263,000円



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間の状況

1週間の 勤務時間の割振り

勤務時間 始 業 終 業 休憩時間 土曜日及び日曜日

40時間 8:30 17:15 12:15～13:00 週 休 日

※保育所では、これと異なる勤務形態があります。

(2)職員の休暇の概要

区 分 内 容

年次休暇 1暦年ごとに20日付与し、前年付与分の20日を超えない範囲内の残日数を繰り越す。

病気休暇 90日を超えない範囲内で最小限必要と認める期間。

特別休暇 選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故、その他の特別な事由により職員が勤務しな

いことが相当である場合。

組合休暇 職員団体の業務又は活動に従事する期間(1暦年につき30日以内で無給とする)。

介護休暇 配偶者、父母、子などが負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者の介

護をする場合(期間は、6月以内で無給とする)。

年次休暇の状況(平成19年1月1日付与)

１人当たり
総付与日数 総使用日数 対象職員数

平均使用日数

5,743日 1,173日 151人 7.77日

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況

分限処分は、公務能率の維持を目的に職員に対してなされる処分であり、制裁的意味合いはありませ

ん。分限処分には、免職、休職及び降任があります。

一方、懲戒処分は、公務員としてふさわしくない非行があった場合に行う処分で秩序維持を図る制裁

的処分です。懲戒処分には、免職、停職、減給及び戒告処分があります。

平成19年度は、懲戒処分として、減給１件の処分がありました。

５ 職員の服務の状況

職員は、法律や条例に特別の定めがある場合以外は、勤務時間中に勤務以外のことに従事したり、注

意力を職務以外のことにそらすことなく、職務のみに従事しなければなりません。

ただし、条例に定める事由に該当する場合は、事前に承認を得れば、職務に専念する義務を免除され

ます。条例に定める事由とは、

・研修を受ける場合

・厚生に関する計画の実施に参加する場合

・その他、職務に専念する義務の特例に関する規則に定める事項に該当する場合

平成19年度は、３件の承認がされました。



６ 職員の研修の状況

区 分 受講者数 内 容

市町職員管理者研修、市町職員監督者研修、

佐賀県自 一般研修 16人 市町職員第2部研修、市町職員第1部研修

新規採用職員研修、市町村アカデミー佐賀県自治研修会

治修習所 市町職員研修（タイムマネジメント、問題解決力強化、政策形成）

佐賀県市町村職員海外研修

実務研修 1人 市町財務事務研修

その他派遣研修 29人 パソコンスキルアップ研修、町村議会事務局職員セミナー

唐津玄海地区ブランド協議会トップセールス、政策法務研修

老人福祉施設等視察研修、固定資産税事務地方研修会

さわやかライフセミナー、働く人のためのメンタルヘルス講座

新入組合員研修会、唐津玄海地区農畜産物トップセールス

健康管理研修会、公営住宅管理研修会、社会保険委員研修会

安全運転管理者講習会、固定資産税事務地方研修会

ＮＯＭＡ行政管理講座、「人事評価の実践」研修

７ 職員の福利厚生及び利益の保護等

(1) 福利厚生制度

職員の福利厚生として、地方公務員法に基づき、職員の元気回復その他厚生に関することを実施する

ために、職員互助会に1人当たり、4,000円の助成を行っております。この互助会は、職員の会費及び町

の助成金などで運営されています。なお、職員の会費は、給料月額に1000分の5を乗じた金額です。

また、職員の共済制度は、地方公務員等共済組合法に基づき、佐賀県市町村職員共済組合に加入し、

組合が短期給付事業(医療関係等)、長期給付事業(年金関係)、福祉事業(健康診断、人間ドック事業等)

を行っています。

(2) 公務災害補償制度

職員が公務上の災害及び通勤による災害を受けた場合には、地方公務員災害補償法に基づき、補償を

受けることができます。平成19年度中に認定された事案はありませんでした。

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、佐賀県人事委員会に対して、町の当局により適当

な措置が執られるべきことを要求することができます。

平成19年度中の措置要求は、ありませんでした。

(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況

職員は、懲戒その他、意に反する不利益な処分に関して、佐賀県人事委員会に不服の申立てをするこ

とができます。

平成19年度中の不服申立ては、ありませんでした。


